
後援：経済産省近畿経済産業局  在大阪ベトナム社会主義共和国総領事館
　　　一般社団法人 Medical Excellence JAPAN 　日本医療機器産業連合会
協力：医師とファミリーの情報誌「Ｈｅｌｌｏ！ Ｄｏｃｔｏｒ」

共催：滋慶学園グループ　株式会社健康都市デザイン研究所

５月まで、国際協力機構（ＪＩＣＡ）ベトナム所長を務め、帰国後の６月より
ＪＩＣＡ関西国際センター所長。

第5回医療と産業の国際交流シンポジウムin関西

主催：一般社団法人医療国際化推進機構
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医療国際化シンポジウム

FAX: 078-392-0128
〒650-0037 神戸市中央区明石町18-1泰和ビル8F  TEL:078-392-2006一般社団法人医療国際化推進機構 国内事務局　E-mail: imsa@imsaj.com

ご氏名 ご法人名・役職 ご紹介者様

※ご紹介者様がおありの場合は御記入ください

TEL FAX E-mail 情報交換会

参加  ・  不参加
※どちらかに〇をおつけください

― 新たな国際医療産業創出へのチャレンジ ―

 

会　場
２０１４年４月１９日 (土） １７:３０－２０:３０

２０:４０－２１:４０
シンポジウム（受付１７:００～）
情報交換会

 ： 大阪大学中之島センター

必要事項を記入の上、下記事務局までFAX又はE-mailにてお送りください。

第２部 情報交換会   20:40-21:40
9階 交流サロン「サロン・ド・ラミカル」

第１部 シンポジウム   17:30‐20:30 10階 佐治敬三メモリアルホール

●京阪中之島線 中之島駅より 徒歩約５分

　渡辺橋駅より 徒歩約５分

●阪神本線 福島駅より 徒歩約９分

●JR東西線 新福島駅より 徒歩約９分

●JR環状線 福島駅より 徒歩約１２分

●地下鉄四つ橋線 肥後橋駅より 徒歩約１０分

会場アクセス

お申し込み

「成長戦略について
　　 ～医療健康産業・国家戦略特区・ＴＰＰなど～」

　
内閣府 副大臣 西村 康稔

１ ２

シンポジウム・情報交換会  参加費10,000円
　 　  ）円000,6  合場の加参みのムウジポンシ（ 
※当日受付でお支払いください。

大阪大学中之島センター
 大阪市北区中之島4-3-53

 TEL:06-6444-2100

◆大阪大学
中之島センター

後援：調整中

<講演内容>

<プロフィール>

共催：滋慶学園グループ　株式会社健康都市デザイン研究所

 アベノミクスの第三の矢である「成長戦略」は、本年度が正念場である。
 例えば、成長が期待される医療分野では、抗がん剤に加え、再生医療や医
療機器についても、承認手続きを３か月程度にスピードアップし、保険対象に
なりにくい薬や治療法も幅広く保険外併用療養費として認める方針で、治療を
必要とする方々に、できるだけ早く最新の医療を届ける。
 関西で指定を目指す医療戦略特区など国家戦略特区については３月に地域指
定を行う予定で、指定されれば、医療等の国際的イノベーション拠点として、
高度医療の開発及び促進につなげていく。
 ＴＰＰについては、農業基盤を危うくすることは受け入れられないが、知的
財産の保護、投資の保護、政府調達の開放など経済活動のルールづくりは、
日本経済にプラスで、交渉の中で国益の最大化に全力を尽くしている。

www.imsaj.com

１９５７年生まれ、５６歳。１９８１年東京大学法学部卒、
海外経済協力基金（ＯＥＣＦ）に就職し、アフリカへの
資金協力（円借款）を担当。パリ駐在員等を経て、１９
９２年末、日本がベトナムへのＯＤＡを開始した直後から
３年間、在ベトナム日本大使館およびＯＥＣＦハノイ事務
所に勤務。インドシナ担当課長、評価室長、国際協力銀
行（ＪＢＩＣ）パリ首席駐在員、アフリカ・中南米・中央
アジア担当部長等を経て、２００８年１０月より２０１３年

「日本のＯＤＡと医療分野の国際協力
                          ～ベトナムを例に～」

独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）
関西国際センター 所長 築野 元則

<講演内容>

<プロフィール>

 ベトナムは日本の戦略的パートナーとしてますます重要性を増している。
 日本は１９９２年以来２０余年、ＯＤＡによってベトナムのインフラ整備と人材
育成、制度・政策改善を支援し、市場経済化を通じた経済成長と貧困削減に
貢献してきた。
 医療も重点分野であり、南部ホーチミン市のチョーライ病院を始め、長年に
わたり、各地域の拠点病院の改善と人材育成に協力してきた。
 新たな発展段階に到達したベトナムにおいて、都市部の病院に患者が集中す
る状況を改善し、医療サービスの向上を図るためには、地域医療の充実、医
療人材の育成、医療保険制度の確立など、保健システム全体の総合的な強化
が課題となっている。日本の行政・大学・病院・企業の経験やノウハウへの
期待も大きい。 
 新興国ベトナムを例として、今後の日本の国際医療協力の有り方を考えたい。

１９６２年生まれ、５１歳。神戸大学附属明石中、灘高校、
東京大学法学部卒業。通産省入省後、米国メリーランド大
学院で国際政治・経済を学び卒業。通産省調査官を最後
に退官。
２００３年、初当選。２００９年、自民党総裁選立候補。
２０１２年、４期目の当選。外務大臣政務官、党政調副会
長、経産・財金各部会長、厚生労働部会副部会長、ＮＰＯ
・海洋・宇宙・幼児教育各特委事務局長、厚生団体委員
　長代理等を歴任。現在、内閣府副大臣として経済再生・経済財政政策・社会
保障と税一体改革・防災・国土強靭化・ＴＰＰ・ＰＫＯ・拉致・ＰＦＩ・ＮＰＯ・
賞勲 等担当。


